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全国学力調査治改台められたのは昭和31年度からである。その当初は小・中・高校とも抽出調査され
る学校も少左<，その結果を都道府県別注どに比べて報道するものもな<，全国学力調査は今日ほど教
育界の問題になってい左かった。わたぐしは，その当時高校担当の指導主事をしていたが，調査対象校
κならないほとんどの学校からも問題用紙を勝入してもらい ，自校の教育課程や学習指導念どの改善K
役だっ資料になるように調査を実施してもらった。
当時本県の高校進学学力検査は，中学校教育の正常念発達を阻害しないためlfCも，音楽・体育・図工κ
ついては簡易な笑技も加え，客観的テストの念かに思考過程念どもみられるように自由記述の形式もと
D入れてあったので， 1-2回の文部省の全国学力調査の成績が指導要録左どに記入され，高校入試の
資料にされよう とは考えていなかった。むしろ， 3年間陀わたる中学校の指導観察による調査書を学力
検査と同等K重視して入学者を選抜するととにした。
全国学力調査は短時間K行念うペーパーテストを主とするもので，学習指導要領の要求するすべての
学力VLわたるものでも念<，個々の児Z量生徒の学力を精密陀診断し，その能力・適性K応じて学習指導
をどのようK改善して学力を形成向上するかというJ主体的走資料を，との学力調査から得るととは困難
である。
しかし，全国的左規模で学力調査が行なわれ，教育課程や学習指導の改善-教育条件の整備陀関する
資料とするととを主目的としているので，本県としてもとれをできるだけ活用したいと考えた。それで，
昭和35年わた〈しは当教育研究所K赴任すると，過去?年間主任をした高校入試問題K関する分析的
研究とともに，木県として最も学力水準の低い辺地の小・中学校の学力調査研究とへき地教員の長期研
修を開始した。
先ず本県へき地小・中学校 300校について，その教育諸条件を詳細に謁査し ，文部省の全国学力調
査の用紙を購入して，今日と同様に 20 %に実施し，翌34年Kは40 %に実施し，現地を訪問して面
接調査左ども行ない， rへき地児童生徒の学力Jと題する研究紀要を刊行し，全国教育研究所連盟の研
究発表大会にも発表した。との研究の結果判明したととは，へき地校は一般に学力水準が低<，教育条
件を整備する ζ とが先決問題であるが，中Kは都市の一流校にまさる学力水準を示すととろがる!i，と
れは全教師が協力して効果的在学習指導を実践しているととろであるととはいうまでも念いが，社会教
育の振興κ工って地域住民の教育意識が高"!タ，家庭学習念ども徹底されているととろであったゐ
それで，当教育研究所では各市町村κ会ける教育条件整備の包標と友る工うκ，本来小・中学校の施
設設備bよび各教科の備品の基準と高校定時錯u分校の施設設備の基準も作成して刊行した。また一方，
本県児童生徒の学力向上を目ざし，昭和54年度から第一次5か年計画の会所員の共同研究体制を確立
し，学力と学習指導ならびK教育条件:11:関する実証的研究を始め，児童生徒の思考力とか理解力念どは
どのようκして発達し，各教科の学力はどのようにして形成されていくか，そのためK学習指導をどの
ように改善したらよいかという課題の究明に全力を注ぐととκした。
しかし ，との難問題の究明は一つの研究所。少人員ではよくできるもので念いので， 3 6年度からと
の学力と学習指導改善vc関する研究問題を，関東地区合よび全国教育研究所連盟の5か年計画の共同研
究lて持ち込み，その重要な幹事県となって研究を推進し，圏・本土・数J理科 12冊の学習指導研究ν3ー ズ
の刊行Kも執筆者をま，，<t ，本県でも毎年各教科の研究紀要を刊行し，研究発表会も開いてきた。
ととろが，文部省の全国学力調査が初めのとろと性格を異にする様相をみせ，教育界の重大問題とな
ってきた。それは 36年度から中学校は悉皆調査vc左t， 3 7年度から小学校も抽出率が高〈左t• 問
題用紙を無償配布して全校が実施するよう K要請されてきた。そうすると，とれが教員の勤評ゃ生徒の
高校入試 ・就職rιも用いられるよう K恩われたj;)，ある加は都道府県別や学校・学級をたは個人の学力
の全体を示すように思われ， ζれを比較して報道するものもあらわれ，非教育的危軍事警もでてきた。
本県では，文部省の学力調査を担当するのは企画行政課で，その調査担当主事に指導課の指導主事や
教育研究所員が協力して実施している。しかし ，ζの学カ調査が全国小・中学校のほとんど全部κ実施
されるので，研究機関としては豊富な資料を得られるととになり，しかも，との学力調査の影響すると
とろが甚大と在ってきたので，当研究所としては再び独自の研究構想を立て，文部省から指示される以
上Kもっと深い質的念研究を試み，学習指導改警に役だてる怠考資料とするととを主目的として， 37
年末に財政当局に特別予算を要求した。文部省の調査問題の形式では正答率が70 0/0もある問題が，そ
の解答を出すために必要を基礎的知識理解の程度を分析的陀調査してみると 30%も正答が得られ念い
実例もあるとと左どを指摘して，全国学力調査結果の分析とその活用に関する特別研究費を，企画行政
課の学力調査に関する経費とは別わ<VC，当教育研究所K認めてもらった。
ζれによって， 38年度から全国学力調査の分析的研究κ着手したが，それまで全力を傾けてきた学
力と学習指導に関する 5か年研究の最終年にあたっていたので，とれと関連の深い問題を事例的に研究
して，研究紀要も刊行した。 5チ年度からは学力向上のための学習指導に関する第二次5か年計画の共同
研究を始め.児室生徒の学習態度K関する開局を究明し，個々の子どもの能力 ・適性κ応ずる学習指導
に関する研究を推進するととKなったが，との全国学力調査の分析的研究Kついても研究方法を深めて
実施した。文部省の調査問題の応答分析をして問題点を明らかにし，その解答に要する基礎的な知識・
理解左どをみた!J，解答を出すまでの思考過程や思考傾向をみようとする問題を当研究所で独自に作っ
て，とれを分析的問題と呼んで実施したととは前年問機であるが，さらに設問をどのように受けとめて
答えたか，その表現や形式なども変えて調査した!J，あるいは，面接調査も加えて正確を期するように
した。
4 0年度はとの学力調査の担当所員も増し，研究内容や方法念どもさらκ検討して進歩改善した。小
・中学校とも社会科は貧掴を読む力，理科は化学的内容を，中学校の数学は数量関係，国語は文学的文
章の読解力をとbあげる念ど，各教科の中心的課題となる分野1または領域Kついて，それぞれ各学年聞
の系統や関連をみた t，先年度の問題などとも関連する分析的問題を作って実施したt，あるいは教
師や生徒とも面接し，知能ゃ学業成績などもみる付帯調査も行なうなど，いろいろ苦心して研究を推進
した。
との研究紀要は，との全国学力調査の分析的研究K関する第5年次のものをまとめたもので，今回は
小・中学校別に分冊して刊行するととKした。とれらを要約したものを全国都道府県教育研究所長協議
会で発刊する学力に関する研究誌K載せてあるので，あわせてど批判をいただければ幸いでるる。
との研究にど協力いただいた各学校長はじめ教職員念らびに児童生徒κも深〈感謝の意を表するしだ
いである。
児童生徒の学力を向上する根基は教師自身の実力向上Kある。来年度で県内24か所K設置を終わる
地区理科教育センターが中核vc左って，総合的念地区教育セ Y ター が建設され，各地区κ=品、ける教師の
研究念らひ・κ研修の中心的左施設とi!J'本来児童生徒の実力向上に資するととを念願してやまない。
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